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次期学習指導要領改訂 スケジュールと検討体制

2026年９月 教育課程部会での審議まとめ

2026年度中 中教審「答申」取りまとめ
学習指導要領改訂・告⽰

2027
〜29年

教科書の著作・編集・検定・
採択

2030年度〜 小学校から全面実施
中学・高校は順次実施

学習指導要領改訂に向けた検討体制（⽂科省資料）
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次期学習指導要領改訂 改訂の背景と基本的な考え⽅

背景１ 現状への問い直し

今回の改訂は「現⾏学習指導要領の理念や趣旨
の浸透は道半ばである」という現状認識から出
発しています。「主体的・対話的で深い学び」
の授業改善は進んできたものの、深い学びや探
究的な学びにつながっていない事例も指摘され
ており、デジタルの効果的な活用も緒に就いた
ばかりです。PISA2025では３分野全てで
OECD加盟国中１位となった一方、習熟度の低
い生徒の増加や、学習への積極的な関与（好奇
心・忍耐⼒・⾃⼰調整）の低さが指摘されてい
ます。「⾃律的に学ぶ⾃信がある」⼦どもや将
来の夢を持つ⼦どもの割合も国際的に低い状況
です。そうした現実への問い直しが背景にあり
ます。

背景２ 社会の変化と子どもの多様化

社会の不確実性の高まり（少⼦・高齢化、グ
ローバル情勢の混迷、生成ＡＩ等の発展等）の
なか、⼦どもたちは、激しい変化が止まること
がない時代を生きることが求められています。
また、今や１クラスの中に、不登校傾向・特別
支援・特定分野に突出した才能・外国にルーツ
を持つ⼦どもなど、多様な背景や特性をもつ⼦
どもたちが共に学ぶ状況が一般化しています。
一律の教育課程では誰かが取り残される可能性
があるといった現実に、制度としてどう向き合
うかが大きなテーマとなっています。
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次期学習指導要領改訂 基本的な考え⽅〜教材の⽴ち位置〜
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次期学習指導要領改訂【変化①】学習指導要領の「構造」が変わる
・知識の理解も、思考⼒・判断⼒・表現⼒等も、深く学んだり、実⽣活において課題解決に繋げていけるよう
「質」を高めることが重要（タテの関係）
・知識・技能と思考・判断・表現は相互に関係しており、⼀体的に育成することが重要（ヨコの関係）
⇒こうした「タテ・ヨコの関係」を学習指導要領上で可視化することで、教師の単元づくりを⽀援し、「深い
学び」を実現しやすくする。
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次期学習指導要領改訂【変化①】学習指導要領のデジタル化

６

現⾏の課題︓紙やPDF形式の現⾏学習指導要領では、必要な情報が探しにくく、教科書・ 指導書等との関連性が
分かりにくいため、資質・能⼒ベースの授業づくりに なりにくく、教科書「を」教える授業や、本時主義の授業
になりやすい。



次期学習指導要領改訂【変化①】学習指導要領のデジタル化

７

デジタル学習指
導要領に必要な
機能の⼀例



次期学習指導要領改訂【変化②】授業時数の弾⼒化
「調整授業時数制度」の創設「年間の標準総授業時数を現在以上に増加させない」との⽅針を前提としつつ、
各教科の標準時数を⼀定範囲で下回ることを可能にし、⽣み出した時間を他教科や「裁量的な時間」に活⽤

〜私たちの課題〜

▶多様な教材ニーズが具体化
する可能性
⇒学校での⼀⻫採⽤への影響
を注視する必要あり

▶柔軟な教育課程によって、
「教科書の単元順」ではない
指導をする学校が増加する可
能性大
⇒今後の教材のあり⽅に大き
く影響が出る可能性あり
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変化② 授業時数の弾⼒化〜「余白」の使い⽅が変わる

▶教育課程柔軟化サキドリ研究校の教材採択状況なども注視
（2026年度指定332校、先⾏研究開発学校68校と合わせ全国400
校。来年度大幅増予定）

⇒今年度末をめどに、先⾏事例を「事例集」として公表予定

サキドリ研究校の⼀覧
https://www.mext.go.jp/content/20260722-
mxt_kyoiku01-000051172-5.pdf

▶2028年度から制度実施予定（新指実施の前）
「⽂科省授業づくりNOTE」サキドリ事例紹介
https://mext-curriculum-gov.note.jp/
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次期学習指導要領改訂【変化②】授業時数の弾⼒化

学習指導要領の構
造化・柔軟な教育
課程を契機とした
教科書等の改善

③教科書の重点
化・内容の精選
・児童⽣徒の関⼼
等に応じた多様な
教材活⽤

⇒これらの⽅向性
は、学校・教師に
よる主体的な教材
採⽤、使⽤にもつ
ながる
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次期学習指導要領改訂【変化③】情報教育が変わる

⇒情報教育の時数は、小３以上の各教科等（35コマ以下を除く）から
⼀律３〜４％程度を「広く薄く」減じて捻出する⾒込み（具体の時数は今後提⽰）

１１

小学校
総合的な探究の時間に「情報の領域」を付加し、同時間を「探究の領域」と「情報
の領域」の２つの領域から構成
中学校に新教科「情報・技術科」創設し、２領域を設置（家庭科は独⽴の教科に）
⇒どの程度、教材の需要が出てくるかどうか、注視する必要あり



次期学習指導要領改訂【変化④】学習評価の仕組みが変わる

【現⾏】３観点評価

知識・技能

思考・判断・表現

主体的に学習に取り組む態度

↓ 評定（小3段階・中高5段階）

⇒

【次期】評価の⾒直し

知識・技能 目標準拠評価 ✅

思考・判断・表現 目標準拠評価 ✅
＋「◯」の付記

学びに向かう⼒・人間性
（「主体的に学習に取り組む態度」から
呼称変更の方向）

観点は存置
個⼈内評価は総合所⾒欄で
「◯」は評定に影響せず

↓ 評定（小3段階・中高5段階）

「主体的に学習に取り組む態度」は観点として存置しつつ、評価⽅法を転換
（総合所⾒欄での個⼈内評価＋「思・判・表」の過程で⾒取れた場合に「◯」を付記）
⇒評価教材における観点のあり⽅に影響あり。「⾒取る姿」等は2028年度末までに周知予定
→ペーパーテスト偏重への指摘（有識者会議）も踏まえ、評価教材のあり⽅・提案の仕⽅を検討
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次期学習指導要領改訂 各教科の主な特徴

国語WG
「知識及び技能」を「運用しながら深める側面」「教
養として深める側面」の⼆側面で再整理し、「思考⼒、
判断⼒、表現⼒等」は「話や⽂章の機能」を軸に整理。
小・中・高で教科目標と「⾒方・考え方」を統一。

社会・地歴・公⺠WG
断⽚的知識の習得中心の授業からの脱却が課題。「統
合的な理解・総合的な発揮」に基づき内容を整理し、
中学校に地理・歴史・公⺠の分野横断的単元を創設。
情報の真偽・意図・背景を吟味する「調べまとめる技
能」へ⾒直し。教科書の用語精選を促進。

算数・数学WG
小・中・高を通じた目標と「⾒方・考え方」を統一し、
学習内容を6分野（数と式、図形、変化と関係、データ
と確からしさ、論証、社会を読み解く数学）で整理。小
学校の割合・⽐・分数など定着に課題のある内容の排列
を改善。中・高に教育課程全体の⾒取り図や社会・職業
とのつながりを学ぶ「数学ガイダンス」を新設。

理科WG
小・中・高を通じた目標を統一し、内容を4分野（物
理・化学・生物・地学）で整理。中・高に「科学ガイ
ダンス」、小学校に分野横断的な「理科と日常生活」
を新設。デマ・フェイクニュースが拡散する社会を踏
まえ、客観的・論理的・批判的に考察する⼒を重視。

外国語WG
AI翻訳が普及する中での「外国語を学ぶ本質的意義」を
再定義。領域別目標（5領域）を「思考⼒、判断⼒、表
現⼒等」の内容へ移⾏して段階的高度化を⽰し、活動を
「コミュニケーション活動」と「それを支える活動」に
再整理。国が基盤語彙リストを整備し、中学校の⽂法・
語彙の難易度を適正化。

情報・技術WG
小学校、総合的な探究の時間に「情報の領域」を付加
・中学校「情報・技術科」を新設。生成AI・データサ
イエンス等を体系化。教材開発・免許法認定講習・研
修等の条件整備を推進（小学校は令和10年度、中学校
は令和11年度から段階的に先⾏実施）。
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教科書制度の⾒直し ─ 現状と概要

● 教科書制度の現状
現⾏制度では、検定対象となる「教科書」は紙のみ。いわゆる「デジタル教科書」は「教科書代替
教材」（学校教育法第34条第2・3項）として位置づけられており、使用義務・検定・採択・無償給
与の対象外。紙の教科書に印字されたQRコード先のコンテンツも、一般の教材と同様の扱い。

● ⾒直しの背景と⽅向性（2025年9月 審議まとめ）
【基本⽅向】 デジタルも紙と同様に「教科書」として制度上位置づけ、検定・採択・無償給与の
対象に含める。教科書と教材の「線引き」が明確に。小学校2030年度・中学校2031年度から使用
開始（次期学習指導要領に合わせて）。
【重要な視点】 紙かデジタルかの「⼆項対⽴」ではなく、紙・デジタル・リアルを適切に組み合
わせることが重要。⼿を動かして書く学習・紙の良さも継続して重視。この視点は教科書に限らず、
私たちの教材にも同様にあてはまる。

● 学校教育法の⼀部改正法律案（2026年６月１０日 成⽴）
施⾏予定︓2027年4月1日。検定（2028年度）→採択・供給（2029年度）→使用開始（2030年
度・小学校）。
【⽂科大臣の慎重⽅針】 「小学校4年生以下・国語・社会・道徳は全デジタル化を認めない」との
方針を明言（4月24日答弁）。紙を一律デジタルに切り替える考えではないことを強調。
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教科書制度の⾒直し ─ 現状と概要

● 今後の協議の⽅向性

「デジタルな形態を含む教科書の発⾏・採択等の指針に関する検討会議」
新しい教科書の形態は、紙・デジタル・ハイブリッドの中から採択する仕組みに

なるとも言われているが、教科・学年によって、どのような形態が望ましいか等、
明確な指針は⽰されていない。
そのため、本会議では、教科・学年ごとに望ましい教科書の在り方を含め、教科

書の発⾏・採択の指針を整理することが目的とされている。
協会からは、日図協・森副会⻑（教育同人社社⻑）が委員として参画し、教材の

⽴場から提案をしている。
有識者会議のとりまとめを秋頃に⾏い、その後大⾂指針として公表していく予定。
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教科書制度の⾒直し ─ 現状と概要
● 今後の協議の⽅向性

「教科⽤図書検定調査審議会」
デジタルが検定対象となる場合でも、対象範囲をどこまで広げるかについては慎

重な検討が必要。本審議会において、検定対象の範囲を協議。
９月２日の第２回総括部会で「教科書検定の改善に関する方向性（骨⼦案）」を

提⽰。教科書の動画の総量に上限を設ける方向を提案。本審議会は上記の検討会議
と連携しながら議論を進め、秋頃のとりまとめを予定。

➡ 加えて、次期学習指導要領の⽅針として、教科書の重点化・内容の
精選を踏まえて、秋頃には次の教科書の在り⽅が⽰される予定
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その先に…協会としては、
・教科書と教材のデジタル間の適切な連携
・学校による主体的な教材選択
・教科書準拠教材作成への配慮
等を⽂科省に継続して働きかけている。



教科書制度の⾒直し ─ 現状と概要

文科省ホームページ「デジタルな形態を含む新たな
教科書について よくある質問について」より抜粋 教科書の形態に関する意向調査結果（令和８年７月１６日）より抜粋
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教科書制度の⾒直し ─ 現状と概要 教科書の形態に関する意向調査結果（令和８年７月１６日）より抜粋

これが現場の声。最も望ましいのが「紙を主としたハイブリット」
＝まさに、私たちが提供している教材の形態と同じ
➡このことももっと強く教育現場に訴えかけていきましょう︕ １８



教育⾏政の⽅向を踏まえ、私たちが訴えていくこと

教材業界の構造的な課題

教材採択数の減少
少⼦化に加えて、保護者負担軽減による教材採用制限
GIGAスクール以降、一部の⾃治体ではデジタル教材
を学校に半ば強制的に選択・使用（紙の教材を排除）
よって、教材採択数が減少傾向にある。

教師の教材選択機会の喪失

⾃治体採択デジタル教材や、教材採用制限により、教
師が教材を主体的に選ぶ機会が失われているケースが
少なくない。

出版社・販売店単体では対応が難しい課題が出
てきている
⾃治体の方針が強く影響するケース（教材採用制限、⾃
治体採択デジタル教材の強制使用等々）は、日頃の学校
への営業活動だけでは対応できない課題となっている。

だからこそ必要なこと

「教師の主体的な採択」
「紙とデジタルの適切な組み合わせ」
「多種多様な教材活⽤＝豊かな学び」

の重要性を、

学習指導要領改訂という
国の⽅針を根拠に

訴えていけば、
私たちの主張に

強い説得⼒が⽣まれる︕
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私たちの進む道︓協会の取り組みと皆さんへのお願い

日図協・全図協の取り組み

⽂科省・有識者会議等への働きかけ
⽂科省の各会議や、政党への働きかけ等において、「教材の価
値・役割」とともに、「紙とデジタル両方の重要性」「教師の
主体的採択の重要性」を継続的に発言・意⾒具申しています。
全国の教育委員会あての３月送付⽂書でも「先生の主体的な教
材採択の尊重」を要請しています

製販に加えて、教材研究者や教師とともに課題解決
いまの課題は、教材会社だけでなく、学校・教師・そして社会
全体にとっても重要な課題です。関係団体である日本教材学会
では、教材の観点から教師の主体的な指導を支える方策を産学
連携の枠組みで研究・提言するための研究会の設置を検討して
います。一緒に課題解決していきましょう。

教材⼠研修での知識提供
全図協メルマガでの情報提供
基礎コース講座に次期学習指導要領、ＣＢＴの特別講座を開設
予定です。
全図協メルマガ等で⾏政の動向や働きかけなども配信していま
す。

皆さんへのお願い

現場の声を共有していきましょう

⾃治体の動向や、教材の影響の情報共有だけでなく、学校現場の
先生方の声、保護者の声など共有していきましょう。

⼀緒に声を上げましょう

協会事務局も積極的に動きます。課題が生じた地域だけでなく、日
頃から地元の教育委員会・学校・議員等への働きかけを連携して進
めましょう。

追い風を現場で活かしていきましょう

私たちの取り組みは、これからの教育方針にも合致しているとい
う根拠があります。学校・教師へ⾃信を持って提案していきま
しょう。
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